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研究要旨  

介護施設等における医療関連感染対策の実態を踏まえた指針の作成を目的に、前年度までに岐阜
県内の介護施設で実施した調査結果および既存の関連ガイドラインの内容を基礎情報として、ガイ
ドを作成した。内容としては、各薬剤耐性菌、介護施設の特性、具体的な感染対策、抗菌薬適正使
用および感染症診断、地域連携などの項目について、平易な表現を用いて解説するとともに、すべ
ての職種が理解・共有可能かつ実践的なツールとなるよう意識し、各対策の要点のみを抽出した項
目やチェックリストを追加した。作成したガイドは、既に研究協力機関に配布したほか、概要版を
含めインターネット上に公開している。今後は、多くの施設で利用されるよう広報等が重要になる
とともに、利用者からの意見を収集し、さらに改訂していくことが必要と考える。 

 
 

A. 研究目的 
 平成 24 年度診療報酬改訂で感染防止対策加
算および感染防止対策地域連携加算が創設さ
れ、これらを算定する病院では感染対策の質の
向上および地域連携の強化が進みつつある。一
方、加算を算定していない中小病院や診療所、
介護施設等における感染対策や地域連携の整
備・向上は、薬剤耐性菌対策を社会全体で進め
るにあたり大きな課題の 1 つとなっている。 

本研究では、介護施設等における薬剤耐性菌
対策の実態を踏まえた指針を策定することを
目的に、前年度までに岐阜県内の介護施設を対
象に実施した薬剤耐性菌対策の調査結果およ
び収集した国内外の既存の関連ガイドライン
の内容を基礎情報として、介護施設等における
実践的な薬剤耐性菌対策ガイドの内容・構成に
ついて検討した。 
 
B. 研究方法 

前年度までに実施した介護施設を対象とし
たアンケート調査および関連ガイドラインの
収集・検討結果に基づき、本研究で作成するガ
イドの内容・構成に関する方向性を検討した。
その内容について、平成 30 年 5 月の第 1 回班
会議で提示し、議論および意見集約を行った。
それを踏まえ作成した素案について、さらに電
子メール等により研究班員から意見を集め、修

正・加筆を行った。最終的には平成 30 年 12 月
の第 2 回班会議にて内容等を提示し、議論およ
び意見集約を行った。 
 
（倫理面への配慮） 

人を対象とする医学系研究に関する倫理指
針に基づき研究計画を策定し、岐阜大学大学院
医学系研究科倫理審査委員会で審査・承認を得
て実施した（承認番号 28-68）。 

 
C. 研究結果と考察 
1. 作成したガイドの内容・様式 
1) ガイド策定における基本方針 

前年度までに実施したアンケート調査およ
び既存ガイドラインの検討結果を踏まえ、本ガ
イド策定においては、①各薬剤耐性菌の解説、
②具体的な感染対策に関する情報、③抗菌薬適
正使用に関する情報、④行政を含めた地域連携
に関する情報について、本邦の介護施設の実状
を反映した情報を、すべての職種が理解・共有
可能な形で提供することを基本方針とした。 

具体的には、①各薬剤耐性菌の解説について
は、近年注目されるカルバペネム耐性腸内細菌
科細菌など MRSA 以外の菌も対象とし、本邦の
介護施設・医療施設における分離頻度を含めた
各薬剤耐性菌の特徴を提示することとした。②
具体的な感染対策については、介護施設では薬
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剤耐性菌の保菌/感染が把握できないことが多
い状況を鑑み、感染性物質の取扱いや個人防護
具の使用など、標準予防策の遵守に関する情報
の整理および啓発を主眼に置くこととした。③
抗菌薬適正使用については、上気道炎など抗菌
薬が必要ない病態を提示する一方、外部医療機
関との連携も含めた的確な状況把握や診断の
重要性について提示することとした。④行政を
含めた地域連携については、感染症法上の届出
やアウトブレイク時の報告など行政との連携
とともに、他の医療施設との感染対策や感染症
診療に関する日常的な連携の重要性について
提示することとした。このほか、全体を通して
平易な表現を用い、自発的な情報検索を促すよ
う関連情報の入手先などについても提示する
こととした。 
 
2) 作成したガイドの具体的な内容 

①  項目立て 
上述した基本方針に沿って各薬剤耐性菌、介

護施設の特性、具体的な感染対策、抗菌薬適正
使用および感染症診断、他の医療施設や行政と
の地域連携に関する項目を設けたほか、すべて
の職員が理解・共有できるよう各対策の要点の
まとめやチェックリスト、各種情報の入手先を
まとめた項を追加した（図 1）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1. ガイドの項目立て（目次） 
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② 各薬剤耐性菌について 
比較的高頻度に分離され広く認知されてい

る MRSA や基質特異性拡張型β-ラクタマーゼ
（ESBL）産生腸内細菌科細菌に加え、分離頻
度は低いものの高度耐性菌として問題になる
バンコマイシン耐性腸球菌やカルバペネム耐
性腸内細菌科細菌、多剤耐性緑膿菌およびアシ
ネトバクターについて、本邦での分離頻度を含
め解説した。さらに、文章による解説だけでな
く、その要点を表にまとめた（表 1）。 

 
表 1. 代表的な薬剤耐性菌のまとめ 

 
 
③ 具体的な感染対策について 

手指衛生および感染性物質の取扱い時にお
ける個人防護具の使用など、標準予防策の遵守
に関する啓発や、環境整備、物品・機器の管理
などに関する基本事項を中心に解説した。この
中では、標準予防策という用語自体が誤って解
釈されうるとの指摘もあり、誰もが理解できる
よう「いつでも実施すべき予防策」との表現を
用いた。また、薬剤耐性菌保菌が把握されにく
い状況を鑑み、接触予防策の適用については、
「咳や痰が多い、下痢や便失禁がみられる、褥
瘡からの排膿があるなど、周囲の環境が汚染さ
れやすい症状・状況がある場合」として、保菌
が判明しているか否かに関わらず、患者の状態

をもとに判断することを推奨した。いずれの内
容についても、ポイントをまとめた表を作成し
た（表2、表3）。 
 
 
表 2. いつでも実施すべき薬剤耐性菌対策 

 
 
表 3. 薬剤耐性菌対策としての接触予防策 

 
 
④ 抗菌薬適正使用、感染症診断/検査 

厚生労働省の「抗微生物薬適正使用の手引き 
第一版」など、既存の診療ガイドラインを提示
しつつ、上気道炎など抗菌薬を必要としない病
態について解説する一方、適切な状況把握や診
断の重要性について強調した。また、医師が常
駐していない施設においては、事前に連携する
医療機関と対応について十分協議しておくこ
との重要性にも触れた。 

さらに、治療・診断だけでなく、手指衛生や
咳エチケットの遵守、インフルエンザや肺炎球
菌に対するワクチン接種の重要性についても
述べた。 

 
⑤ 薬剤耐性菌対策に関する地域連携 

上述した感染症診療における医療機関との
連携のほか、感染対策においても医療機関との
日常的な連携・相談体制を構築しておくことの
重要性について解説した。また、感染症法上の
届出やアウトブレイク時の報告など行政との
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連携についても根拠となる通知等を含め記載
した。 

 
⑥ 対策の要点（“3つのポイント”） 

上述した各項目の内容について、より理解し
やすく、職種間で共有しやすいものになること
を企図し、各対策の要点をそれぞれ 3 点ずつに
まとめた項目を設けた（図 2）。 

 
図 2. 日常業務における対策の要点 

 

 
 

発熱時の対応や地域連携体制の構築、物品の
用意・配置などについては、それぞれ医療スタ
ッフや施設管理者など、日常ケアを提供するス
タッフ以外の関係者の関与・貢献が必要となる。
そのため、これらの事項については、主体者が
明確になるよう記載した（図3）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3. 主体者別に提示した対策の要点 

 
⑦ チェックリスト 

知識を深めるだけでなく、自発的な行動につ
ながるための仕掛けとしてチェックリストを
作成した。この中では、役割別、すなわち主体
的に取り組むべき職員別に 3 種類のリストを作
成した（図 4、5、6）。 

 
図 4. 施設管理者向けチェックリスト 
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図 5. 日常ケア担当者向けチェックリスト 

 
 
図 6. 医療スタッフ向けチェックリスト 

 
 
⑧ 各種情報の入手先リスト 

薬剤耐性菌の情報は、常に更新されうるほか、
より詳細な情報が必要な時などにも、情報を自
ら検索することが求められる。それを可能とす
るため、既存の関連ガイドラインや行政への届
出・報告に関する法令・通知、薬剤耐性菌の動
向に関するウェブサイト等など関連情報の入
手先について、リストを作成した。この中では、
必要な情報を容易に入手できるよう、それぞれ
の文書の内容や閲覧可能な URL を併記する一
方、入手に費用が発生する書籍などについては
含めなかった（図 7）。 
 
 
 
 

図 7. 各種情報の入手先リスト 

 

 
 
⑨ 概要版の作成 

全体の構成がほぼ確定した段階で、より多く
の介護施設およびその職員に利用されるよう、
より要点のみに絞った概要版を作成すること
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とした。具体的には、対策の要点部分とチェッ
クリストの部分のみを抽出し、全 10 ページの
ものとした（図 8、9）。 
 
図 8. 概要版の内容（目次） 

 
 
図 9. 概要版の内容（対策の要点部分） 

 
 
 

D. 結論 
平成 28・29 年度の研究結果を基に、介護施

設等の実態を踏まえた実践的な薬剤耐性菌対
策ガイドを作成した（図 10）。また、より多く
の介護施設職員に利用されるよう概要版も用
意した。 

 
図 10. 作成したガイドの表紙 
 

 
 
作成したガイドは、既に冊子体を研究協力施設
等に配布したほか、名古屋大学大学院医学系研
究科臨床感染統御学のウェブサイトにおいて
公開しており、下記 URL によりダウンロード
可能な状況にある。 
https://www.med.nagoya-u.ac.jp/kansenseigyo/kous
ei/kousei3/3.pdf（全体版） 
https://www.med.nagoya-u.ac.jp/kansenseigyo/kous
ei/kousei3/2.pdf（概要版） 
  

今後より多くの施設で利用されるよう広報
および働きかけが重要になるとともに、さらに
良いものとするため、実際に利用した際の意見
等を収集・検討し、改訂していくことが必要と
考える。 
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E. 研究発表 
１. 論文発表：なし 
２. 学会発表：なし 

 
 

F. 知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得：なし 
２．実用新案登録：なし 
３．その他：なし 

 
 


